様式第１号（第８条関係）

　　 年　　 月　　 日

日立市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申請者　住　所

氏　名（署名）
電　話

日立市空き家解体補助金（宅地再生創出型）交付申請書
日立市空き家解体補助金（宅地再生創出型）の交付を受けたいので、日立市空き家解体補助金（宅地再生創出型）交付要綱第８条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
	空き家所在地
	日立市

	空き家所有者
	住所
	

	
	氏名
	

	空き家所有者との関係
	□本人　　□相続人　　□その他（　　　　　　　　　　　）

	跡地の利活用が未定である理由
	□借地人のため　□自己管理を継続するため
□跡地の利活用が解体してから１年を超えている（超える見込みである）ため

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	空き家になった時期
	　　 年　　 月頃から

	建築年
	明治・大正・昭和　　　　　 年

	解体工事期間
	令和　　年　　月　　日　　～　　令和　　年　　月　　日

	補助対象経費　　　　　　　　
	円

	補助金交付申請額
	円
（補助対象経費の1/3又は３０万円のいずれか低い額）

	添付書類
	 (1)　補助対象空き家の解体前の写真
(2)　解体工事の請負契約書の写し
(3)　解体工事の見積書又は請求書の写し（内訳明細が記されたもの）

(4)　解体工事の領収書の写し
(5)　解体工事の完了写真
(6)　その他市長が必要と認める書類


　□補助の申請にあたり、以下のことを誓約します。（□に✓がない場合、申請は無効です。）

　□補助の申請にあたり、以下のことに同意します。（□に✓がない場合、申請は無効です。）
【裏面に続きます】





　１　納期限の到来している市税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料及び介護保険料に滞納がないこと


　２　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）でないこと


　３　補助事業の実施に当たって、紛争等が生じた場合は、責任を持って解決し、市に対して一切の損害を与えないこと


　４　補助対象空き家等が公共事業の補償の対象でないこと





１　本補助金交付申請書及び添付書類審査のため、必要な事項及び内容について、関係部署及び関係機関に調査、照会、資料提供依頼及び閲覧、転写すること








